
  

総論
第2章  平均寿(余)命の伸びの要因とこれに関連する施策

第1章で述べたとおり,我が国の平均寿命は顕著に伸長し,世界の最高水準に達したが,このことについては,
戦後における医学医術の進歩,公衆衛生活動の発展のほか,国民経済の進展に伴う国民の所得水準の向上,衣
食住にわたる生活改善,社会保障の充実等,様々の要因が考えられるが,ここでは,公衆衛生,医療保障等の観
点から,その要因等について述べるものとする。 
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総論
第2章  平均寿(余)命の伸びの要因とこれに関連する施策
1  医学医術の進歩と医療保障の充実
ア  医学医術の進歩

平均寿命の伸長,死因構造の変化に大きな影響を及ぼしたものとして治療法などの医療技術の進歩,医薬品
や医療機器の開発などの医学の周辺部門を含めた医学医術の進歩がある。なかでも戦後著しい進歩を示
した分野に外科治療があり,これは抗生物質の開発使用により手術後の感染の危険性が減少したこと,麻酔
部門の進歩から手術前後の患者管理の体制が整備されたこと,輸血に関する技術が進歩したこと,人工心肺,
人工吸呼器など医療機械が開発されたことなどによるものである。内科的療法の面では特に結核,肺炎,胃
腸炎など感染症の治療に抗生物質が大きな役割を果たしている。我が国においては,21年にペニシリンが
登場し,25年にストレプトマイシン,クロラムフェニコールと次々に新しい抗生物質が医療に供され最近で
は抗がん剤の開発も推進され,化学療法の対象も,細菌感染から悪性新生物の治療にまで広がってきた。ま
た,早期発見,早期治療を目ざし,集団検診のための胸部,腹部間接レントゲン装置の開発または改良,読影技
術や細胞診断技術の向上など予防面における医療技術も著しく進歩した。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和53年版）



  

総論
第2章  平均寿(余)命の伸びの要因とこれに関連する施策
1  医学医術の進歩と医療保障の充実
イ  医療供給体制の整備等

終戦直後の著しく低下した医療事情のもとで早急に医療施設の整備を行い国民に必要な医療を確保する
ため,病院,診療所の区別,病院の施設,人員の法定,公的医療機関制度の創設等を内容とする医療法が制定さ
れた。戦後の医療機関の整備は,この法律により設置された審議会が決定した整備計画に基づき,公的医療
機関整備から始め,次いで病床普及度の低い地区や結核等の特殊病床の整備等が進められた。

35年に医療金融公庫法が制定され,私立の病院,診療所等に対し,長期低利の融資を行うこととなり,医療機
関の整備が進められた。さらに,その後の疾病構造の変化等に伴い30年代後半以降がん対策をはじめとし
て専門病院の設置が強力に推進され,37年にがんに関する診療,研究,研修の機能を有するナショナルセン
ターとしての国立がんセンターが設置され,また全国9ブロックに地方がんセンターが整備された。その後
各県に小児医療専門病院の設置や国立循環器病センターの設置なども行われてきた。

一方,いかなる地域においても国民が必要な医療サービスを受けられる体制を整備することをめざして,へ
き地医療及び救急医療の確保対策が早くから取り上げられた。へき地医療対策については,31年度から48
年度まで3次にわたる年次計画をたて,積極的に推進されたところであり,50年度からはこれらの施策に新
たにへき地中核病院等の整備を加えた第4次計画が実施されている。また救急医療対策については,30年
代以降,交通事故等の不慮の事故が多発したことに対応して,傷病者を搬入する医療機関の告示,医療施設の
整備等を推進してきたが,更に,52年度を初年度としておおむね3カ年を目途に体系的な救急医療体制の整
備に取り組んでいるところである。

医療施設の整備の指標として病院病床数の推移をみると,22年には病院病床数283,311床人口1万対で36.3
であったが,52年にはそれぞれ1,207,003床,105.7と大きく伸びている(第2-1表,第2-2表)。

第2-1表 医療施設数及び病床数の推移

第2-2表 諸外国の病院数及び病床数
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次に,医療に従事する者の養成確保については戦後,21年8月に,医師・歯科医師の国家試験制度が創設さ
れ,23年には医師法,歯科医師法及び保健婦・助産婦・看護婦法が成立し,医療関係者の身分法の基礎が固
まった。その後,医療需要の増大,医療技術の高度化の傾向に伴い,新しい分野の医療従事者(歯科衛生士,診
療放射線技師,理学療法士等)の制度が設けられた。さらに医師数等の充足を図るため,医科大学の定員増が
行われ,看護婦養成所に対する助成その他の措置によって,その養成確保に努めてきた。その結果医療従事
者数の推移を従来の届出数でみると医師数は21年から51年にかけて65,145人から134,934人に,歯科医師
は24,273人から44,382人にそれぞれ約2倍に増加し,また看護婦についてみると31年の11O,802人から52
年の442,984人と4倍の増加をみている(第2-3表)。

第2-3表 医師・歯科医師・看護婦数の推移

これを欧米諸国と較べてみると,まだ医師,歯科医師数の対人口比率では多い方とはいえないが,今後の増加
傾向を考えると,そう遠くない時期に欧米諸国の水準に達するものと思われる(第2-4表)。

第2-4表 諸外国の医療従事者数
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総論
第2章  平均寿(余)命の伸びの要因とこれに関連する施策
1  医学医術の進歩と医療保障の充実
ウ  医療費保障制度の充実

我が国の医療保険制度は,戦前すでに被用者保険としての健康保険と地域保険として国民健康保険が実施
されていたが戦後,国民皆保険制度への気運が各方面に高まり,社会保障制度審議会においては,25年「社会
保障制度に関する勧告」で,全国民に対する医療保険の適用を提案し,ついで30年「医療保険制度に関する
勧告」で,国民皆保険体制の確立及び年次計画による国民健康保険への強制加入の方途を講ずべきことを
提案している。こうした状況の中で32年度を起点とする「国民健康保険制度普及4カ年計画」が樹立さ
れ,その推進が図られた結果,34年1月に全国市町村に国民健康保険制度を実施しかつ住民は原則として強
制加入すること等を内容とする新しい国民健康保険法が施行され,これによって36年4月よりすべての国
民に受療の機会を保障する画期的な国民皆保険体制が確立されることとなった。その後医療保険制度に
おいては,逐次給付の改善が図られ,とくに,48年度の制度改正においては,高額療養費支給制度の創設,被用
者保険における被扶養者の7割給付が行われることなど,保険給付において給付水準の引上げが行われてき
た。

またもう一つの医療費保障制度の柱である公費負担医療制度については,まず戦後から30年代前半までに
は国民皆保険が実現しておらず,生活保護の医療扶助が大きな役割を果たしてきた。次に30年代後半から
40年代にかけては結核対策,精神病対策として結核予防法及び精神衛生法による公費負担医療の充実が図
られ,さらに人口構成の高齢化や疾病構造の変化に対応し,48年老人医療費支給制度が創設された。

このように,公費負担医療は疾病対策や福祉などについてきめの細い機能を果たしてきている。

こうした医療保険及び公費負担医療の給付の充実が進められてきた結果国民医療費に占める自己負担の
割合は年々低下し,31年度の37.7%から51年度にはわずか12.5%になっている(第2-1図)。また国民医療費
の額は31年度には2,583億円であったものが,51年度には7兆6,684億円に増大し,対国民所得比も5.6%に達
している。

第2-1図 国民医療費の負担割合の推移
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総論
第2章  平均寿(余)命の伸びの要因とこれに関連する施策
1  医学医術の進歩と医療保障の充実
エ  今後の課題

以上述べたように戦後,医学医術の進歩,医療費保障制度の進展,医療施設の整備,医療従事者の養成はめざ
ましいものがあったが,医療保障制度の進展は同時に国民医療費の増嵩を招き保険者負担,公費負担の増大
をもたらした。その結果各制度における財政の悪化又はそのおそれを招いている。

周知のとおり,53年度には国民医療費10兆円の時代を迎え,今後人口の高齢化等の動向を考えると医療費の
増大の傾向はなお続くと思われる。また,各制度における費用負担,給付率の格差,差額病床等の保険外負担
等の問題も存している。

さらに医療供給体制については,依然として,病床数医師数等の地域格差が存していること,社会情勢の変化
等に伴い,新たな観点からへき地医療,救急医療,循環器疾患対策等に取り組む必要があること,また,医療従
事者については,特に看護婦や理学療法士,作業療法士の養成確保を図る必要があることなどが指摘されて
いるところである。
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総論
第2章  平均寿(余)命の伸びの要因とこれに関連する施策
2  公衆衛生活動の発展

公衆衛生活動は戦後の混乱下における生活環境の悪化等による伝染病の流行に対処することが当面の課
題であったが,その後母子保健,結核対策,栄養改善などの分野における活動が逐次充実され,国民の健康の
確保に重要な役割を果たしてきた。その中心として12年に創設された保健所法が22年に全面改正され保
健所の機能の強化が図られた。

以下,乳児死亡等の改善の状況等について各事項別に述べることとする。
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総論
第2章  平均寿(余)命の伸びの要因とこれに関連する施策
2  公衆衛生活動の発展
(1)  乳児死亡
ア  乳児死亡の推移

平均寿命の伸びの最大の要因として生後1年未満の死亡である乳児死亡の減少があり,乳児死亡率(乳児死亡率=1年間の1歳未
満の死亡数/1年間の出生数×1,000)の年次推移は第2-2図のようになっている。わが国の人口動態統計上では大正7年の出生
1,000対189が最も高く,その後年々低下し,昭和10年107となり,15年には100以下となった。25年には60,30年には40,40年に
は19と急激な減少を示し,さらに51年には10を割り,52年には8.9となっている。

乳児死亡率の年次推移を欧米諸国と比べると第2-2図でみるように戦前,戦争直後はかなりの差があったが,20年代以降の急
激な改善により,現在では世界でも最も低い国の一つとなっている。

第2-2図 諸外国の乳児死亡率の推移

死因別にみた乳児死亡の年次推移は第2-5表でみるように25年では肺炎及び気管支炎が高く,出生10万対で,1,332.8であった
(全体の22.2%)が,52年には61.8(6.9%)と急激に減少しているのが注目される。これに対して近年においては,先天異常が最大
の死因となっており52年には219.0で,乳児死亡総数に対する割合は24.5%を占めている。このように乳児死亡についても感
染性疾患から,非感染性疾患へと疾患の変化が見られる。

第2-5表 年次別にみた乳児の死因順位・死亡率・割合

厚生白書（昭和53年版）



  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和53年版）



  

総論
第2章  平均寿(余)命の伸びの要因とこれに関連する施策
2  公衆衛生活動の発展
(1)  乳児死亡
イ  乳児死亡の減少の要因

近年における乳児死亡率の減少傾向は世界的な傾向であるが,戦後のわが国の乳児死亡率の減少はとくに
著しい。この要因として医学とくに小児医学の疾病に対する診断,治療の進歩と,婚前から妊産婦に至るま
での保健指導や健康診査等の母子保健対策の推進が挙げられる。
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総論
第2章  平均寿(余)命の伸びの要因とこれに関連する施策
2  公衆衛生活動の発展
(1)  乳児死亡
ウ  母子保健対策の経過と現状

戦後22年に児童福祉法が制定され妊産婦や乳幼児に対する保健指導,乳幼児の健康診査,母子手帳の交付な
どが規定され次いで23年に作成された母子衛生対策要綱によって1)母子衛生組織の強化,2)母子衛生指導
の徹底,3)母子衛生施設(乳児院,助産施設等)の設置,4)妊産婦,乳幼児の栄養対策,5)母子衛生関係技術の向
上,6)母子衛生思想の普及,などの母子保健の向上に関する行政の方針が明らかにされた。

29年以降,育成医療,養育医療,妊娠中毒症に対する医療などについての公費負担制度も設けられ,33年から
は,農山漁村における母子保健対策の充実のため母子健康センターの設置が開始された。更に,36年からは
3才児健康診査及び新生児訪問指導が開始されるなど母子衛生施策は逐次充実され,40年母子保健法の制
定以後,40年に58.6%であった5ケ月以内の妊娠届出が52年には89.1%に達していること,出生の場所も施
設分娩が25年には5%であったが,51年に99%に達したことなど,その成果はめざましいものがある。特に
乳児死亡率や,周産期死亡率(周産期死亡率=後期死産数+早期新生児死亡数/出生数×1,000)の低下は著し
く,今や我が国は世界でも最も低い国の一つとなっている(第2-3図)。しかし,妊産婦死亡率は,着実に低下
してきているとはいえ,欧米諸国に比較するといまだ高率であり(第2-4図),この方面でのより一層の施策の
充実が必要となっている。

第2-3図 諸外国の周産期死亡率の推移

第2-4図 諸外国の妊産婦死亡率の推移
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総論
第2章  平均寿(余)命の伸びの要因とこれに関連する施策
2  公衆衛生活動の発展
(2)  結核
ア  結核死亡の推移

結核による死亡は,我が国において全国的な死亡統計が作成された頃から上位を占めていたが,昭和10年代
以降25年まで死亡順位の1位を占める疾病であり当時においては最も国民に恐れられた疾病であった。結
核の死亡者数,死亡率の推移は,第2-6表のとおりであるが,最も死亡率の高かったのは大正7年の人口10万
対257.1である。その後若干の減少はみられたものの昭和10年代に入り再び結核による死亡は増加の一途
をたどった。戦後は次第に改善され26年には死因順位も2位となり,27年には死亡率も100を割った。その
後も新しい抗結核薬導入などもあって順調に死亡者数が減少し50年には死亡率が9.5と10を割り,また51
年には死亡者数が1万人を割り,死因順位も52年には11位となり,結核死亡について著しい減少がみられ
た。

第2-6表 全結核による死亡数及び死亡率の推移

年齢階級別結核死亡率は第2-7表でみるように10～20年代までは20～30歳代が最も高い年齢層であった
が近年では70～80歳代の高齢者に比重が移っている。

第2-7表 年齢階級別全結核死亡率の推移
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次に患者数の推移については第2-8表でみるように26年において新たに登録された者は約60万人であった
が,52年では約9万人に減少している。一方有病率(活動性全結核患者の人口10万人に対する割合)について
も全国統計が可能となった36年の1,012から52年の308へと減少している。

第2-8表 り患率及び有病率の推移
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総論
第2章  平均寿(余)命の伸びの要因とこれに関連する施策
2  公衆衛生活動の発展
(2)  結核
イ  結核死亡の減少の要因

結核対策は戦前においても強力に推し進められていたが,戦後になって急激に減少をみた要因はストマイ,
パス,アイナ等の抗結核薬の登場が第一にあげられる。また,26年,結核予防法の全面改正以降国をあげての
結核対策が行われたこと,さらに生活環境の改善,食生活等の生活水準の向上などが考えられる。
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総論
第2章  平均寿(余)命の伸びの要因とこれに関連する施策
2  公衆衛生活動の発展
(2)  結核
ウ  結核対策の経過と現状

戦後の結核対策についてはまず22年に連合軍総司令部から結核対策強化に関する覚書が発せられ,1)結核
予防組織の強化,2)結核療養所の整備拡充,3)結核予防事業担当者の技術の向上,4)結核予防思想の普及徹底
等が図られた。同年伝染病届出規則が制定されすべての結核患者が届け出られることとなった。23年に
は予防接種法が制定され,30歳未満の者は毎年1回ツベルクリン反応検査を受け,その結果によりBCG接種
を受けるべきことが定められた。26年には結核予防法が新しく制定され,これを契機にBCG接種について
も,予防接種法から結核予防法に組み入れられ,BCG接種による発病予防,患者の早期発見,早期治療,医療費
の公費負担による軽減措置など,予防から治療まで一貫した制度が整備された。28年には結核患者数,まん
延地域,年齢の分布,病型などをは握し,さらに適切な対策を確立する必要から第1回結核実態調査が実施さ
れた。この結果,結核はあらゆる年齢層に,又全国にまん延していることがわかった。その後,5年毎に48年
まで実態調査が行われ,結核は着実に減少しているが,患者が青壮年層から中高年層へ,また無職,自由業,中
小企業従事者などに偏在する傾向にあることなどが明らかになった。結核予防法も数次の改正があった
が,36年,患者登録制度の整備や命令入所制度の改善などの改正が行われ,よりきめ細かな結核対策が行われ
ることになった。49年にはまん延状況の改善に伴い健康診断の効率化とエックス線被曝の低減を目的と
して若年層の健康診断と予防接種の回数について改正が行われた。

我が国の結核のまん延は著しく改善し,平均寿命の伸びに大きく寄与したが,結核死亡率については第2-5
図 のとおり,欧米諸国と比べると我が国はまだかなり高く死亡率のみで判断すれば10～20年程度遅れてい
ることになる。今日の我が国における結核の現状は死亡者,患者ともに減少したもののその根絶にはほど
遠い状態であり,特に高齢者層への結核患者の集積がみられることから,今後とも効率的な結核対策の充実
を図る必要がある。

第2-5図 諸外国の全結核死亡率の年次推移
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総論
第2章  平均寿(余)命の伸びの要因とこれに関連する施策
2  公衆衛生活動の発展
(3)  急性伝染病
ア  急性伝染病死亡の推移

急性伝染病のうち伝染病予防法の対象とされている疾病は法定伝染病11種,指定伝染病2種,届出伝染病13種(急性灰髄炎を含
む。)であり,その患者数,り患率及び主な急性伝染病による死亡者数,死亡率推移は第2-9表,第2-10表のとおりである。り患
率についてはインフルエンザ,急性灰白髄炎,赤痢を除き,20年代にピークがあり,以後減少し,り患率がピーク時に比べ今日で
は100分の1以下にもなっている疾病も少なくない。また,細菌性赤痢およびアメーバ症のように25年に死亡者数11,968人で
あったものが52年に11人になるなど死亡者数についてもほとんどの伝染病は激減している。しかし,インフルエンザについ
てはこうした傾向はなく数年に1回全国的な流行がみられる年と比較的流行がない年では差異があるものの流行年には総死
亡者数も増加している。

第2-9表 伝染病患者数及びり患率の推移

第2-10表 主な伝染病による死亡者数・死亡率の年次推移
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総論
第2章  平均寿(余)命の伸びの要因とこれに関連する施策
2  公衆衛生活動の発展
(3)  急性伝染病
イ  急性伝染病の減少の要因

伝染病予防法の対象となっている伝染病による死亡者数は25年には約32,000人を数えたが,52年には約
1,400人と激減している。この要因としては,伝染病予防法,検疫法,予防接種法による強力な防疫対策の推
進,医学,医術の進歩,上下水道,廃棄物処理なとの生活環境の整備栄養の改善等による個体の抵抗力の強化,
国民の疾病予防に対する知識の普及などが考えられる。
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総論
第2章  平均寿(余)命の伸びの要因とこれに関連する施策
2  公衆衛生活動の発展
(3)  急性伝染病
ウ  急性伝染病対策の経過と現状

終戦直後には衛生状態の悪化により,コレラ,痘そうなどの外来伝染病が流行したが,26年頃までにほとんど
消滅した。23年には,予防接種法が制定され痘そう以外の疾病についても定期および臨時の予防接種が実
施されることとなった。

更に,26年には我が国が世界保健機構(WHO)に加盟したのに伴い,検疫手続を国際衛生規則に準拠したもの
にするため検疫法が制定された。

30年以降,医学,医術の進歩,衛生行政の進展などに伴って,細菌感染性の伝染病は患者数,死亡者数ともに激
減した。この時期の伝染病対策の重点は主として赤痢,日本脳炎,インフルエンザなどの制圧におかれたが,
この間において特筆すべきは急性灰白髄炎の流行と制圧である。

急性伝染病の発生態様の著しい変化に対応し,43年,厚生大臣から「今後の伝染病予防対策のあり方」につ
いて伝染病予防調査会に諮問が行われ,45年,中間答申が提出された。それにおいては,今後の伝染病予防対
策は,従来の発生時中心の考えから,伝染病に関する情報の収集をはじめとする平常時防疫の対策を強化す
る考え方に進むべきことが述べられている。これを受けて,流行予測事業が強化され,また血清情報管理室
が設置されているところである。

45年には,予防接種による健康被害が社会問題となり,閣議了解に基づく当面の救済措置が実施されること
となったが,51年には,この救済措置を法制化するとともに,伝染病の流行状況の変化などに対応して予防接
種の実施方法を大幅に変更する予防接種法の改正が行われた。

以上,時代の状況に即して対応してきたが,近年の国際交通の大型化,スピード化に伴い,コレラなどの外来
伝染病が国内に侵入する機会が増大しており,この面での対策の強化が必要となっている。
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総論
第2章  平均寿(余)命の伸びの要因とこれに関連する施策
2  公衆衛生活動の発展
(4)  栄養水準の向上

適切な栄養摂取は健康の維持増進に不可欠であるが,我が国の栄養改善対策は国民の保健上大きな問題で
あった脚気対策に始まったといってよいが,制度上では,12年の保健所の設置にあたってその目的の一つと
して栄養の改善に関する指導を行うべきこととしたのが始まりである。

その後,20年に栄養士規則等が制定され,栄養士の身分及び業務が確定され国民栄養に対する指導の統一と
徹底が図られることになり,また22年に保健所に1名以上の栄養士が配置されることになり,更に27年に栄
養改善法が制定され,1)国民栄養調査を実施すること,2)保健所に栄養相談所を附置することができること
とし,栄養指導員を都道府県及び政令市に配置すること,3)一定の給食施設について栄養士を配置すること,
栄養士を置かない施設では栄養指導員の指導を受けることを義務づけること,4)特殊栄養食品についての
標示,5)栄養審議会を設置することが規定され保健所を中心とする栄養改善対策が確立した。

国民の栄養摂取状況は,国民栄養調査によれば,動物性たん白質の摂取量の増加など食生活の質の改善が著
しい。 第2-11表は25年からの栄養摂取量の年次推移であるが,たん白質の摂取量は25年に68gであったが
51年には79gとなり,特に動物性たん白質が総たん白に占める割合は25年に25%,40年に40%,51年に48%
とその伸びは著しい。脂肪についても25年に18gであったものが51年には52gに,また,炭水化物は25年に
は418g摂取されていたものが年々減少し,51年には332gになるなど偏よった栄養の摂取状況からより良
い食生活に改善をみている。

第2-11表 栄養素等摂取量の年次推移
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また,食糧供給面からみた国際比較では第2-12表でみるように体表面積に比しての供給熱量及び供給たん
白質量についてはおおよそ欧米諸国と同水準であるが,供給脂質量は欧米諸国と比べ,2分の1以下であるな
ど我が国の食生活の特色がみられる。

第2-12表 体位と供給熱量・供給たん白質の国際比較

しかし,近年の栄養の過剰摂取や運動不足などによる肥満,糖尿病,心臓病などの問題も新たに出てくるな
ど,今後の栄養問題は各栄養素のバランスを考慮し,規則正しく食事をとることや,運動,休養などについて
も適宜配慮し健康の維持,増進に向けた総合的な健康づくりの一環としてとらえた栄養対策をとることが
要請されている。
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第2章  平均寿(余)命の伸びの要因とこれに関連する施策
3  生活環境の整備

伝染病等の感染症の疾患の予防対策,とくに感染源,感染経路対策として国民衛生の向上に大きく寄与した
ものとして水道や廃棄物処理施設のような生活環境施設の整備があげられる。
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総論
第2章  平均寿(余)命の伸びの要因とこれに関連する施策
3  生活環境の整備
(1)  水道

水道の整備は飲料水の汚染による感染症のまん延の防止に資するものとして,我が国の公衆衛生の向上を
図る上で水道の普及の促進が戦後の大きな課題とされた。

そのため27年から簡易水道事業に対する国庫補助制度が創設され,次いで32年には従来の水道条例を廃止
し水道法が制定され,水道用水供給事業及び自家用水道等の専用水道の規制を新たに設けたほか水道の布
設及び衛生管理の規制等広く水道の布設及び管理を適正かつ合理的ならしめるとともに,水道事業を保護
育成することによって清浄で豊富低廉な水の供給を図り,公衆衛生の向上と生活環境の改善を図ることと
された。その後も42年度から水道用水の需要の増加に対応して先行投資的なダム等に対する国庫補助が
行なわれるようになったこと等水道整備に係る施策が整備充実され,水道の普及率は次第に向上した。こ
のため30年には32.2%であったものが農村地域への普及の推進等により51年度末には88.6%にまで達し,
今日では国民生活の中で欠くことのできない基盤的施設として定着している(第2-6図)。今後は未普及地
域の解消とともに水道の広域化を推進し,かつ水需要の増大に対応する総合的な水道水の需給対策を講じ
て国民生活の向上や生活様式の変化に応じた良質で衛生的な水道水を安定的に供給していくことが必要
とされている。

第2-6図 水道の普及率

  

厚生白書（昭和53年版）



(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和53年版）



  

総論
第2章  平均寿(余)命の伸びの要因とこれに関連する施策
3  生活環境の整備
(2)  廃棄物処理

廃棄物処理については,29年に従来の汚物掃除法を廃止して制定された清掃法によって市街地区域を中心
とする特別清掃地域内の汚物処理として実施されてきたが,30年代から40年代にかけての経済の成長,国民
生活の向上等に伴う廃棄物の量的増大と質的多様化,衛生工学の飛躍的発展等を背景として,その抜本的改
革が必要とされるに至った。

こうして清掃法を全面改正し,新たに廃棄物の処理及び清掃に関する法律が制定され,廃棄物を国民の日常
生活の中から排出されるものを中心とする一般廃棄物と事業活動に伴って排出され量的又は質的に環境
汚染源として問題となるものからなる産業廃棄物に区分し,それぞれの処理体系を整備し,公衆衛生の向上
及び生活環境の保全を図ることとされた。

同法は産業廃棄物に係る事業者責任の強化を図る51年改正を経て現在に至っている。

また,地方公共団体による廃棄物処理施設の整備については,38年度から5か年計画に基づきその推進が図
られてきたが,51年12月からは廃棄物処理施設整備緊急措置法に基づき55年までの第4次計画が策定され,
引き続きその計画的な整備が進行している。

国民の日常生活の中から排出される一般廃棄物のうちし尿の処理については,し尿処理施設等の整備によ
り衛生的な処理の拡充を図ってきた。市町村により計画的に収集されたし尿の処理状況の推移は第2-7
図のとおりであるが,それによると計画収集量のうちし尿処理施設または下水道投入により処理される割
合は年々上昇し,30年度には12.0%であったものが51年度では82.3%にまで達している。

第2-7図 計画的に収集されたし尿の処理状況
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また,ごみの処理については焼却処理が衛生的であり,かつ,ごみの減量もできることから焼却施設を中心と
して施設整備を図ってきている。市町村により計画的に収集されたごみの処理状況の推移は第2-8図のと
おりであるが,それによると計画収集量のうち焼却処理される割合は年々上昇し,30年度には29.2%であっ
たものが51年度では68.1%にまで達している。

第2-8図 計画的に収集されたごみの処理状況

今後も廃棄物についてはその量的増大と質的多様化が進行するものと考えられるので,廃棄物の再生利用
を積極的に促進し,廃棄物の減量化を図るとともに,廃棄物の処理施設の整備については施設自体による生
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活環境汚染防止の措置を講じつつ一層の推進を図ることが要請されている。また,高度の土地利用が行な
われている我が国においては,とりわけ廃棄物の最終処分場の確保が重大な課題とされておりそのための
具体的な施策の展開が必要とされている。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

厚生白書（昭和53年版）




